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問合せ先 取 締 役 執 行 役 員 管 理 本 部 長  

        鈴 木  信 二 

 （TEL.03-6427-4662） 

 

 

ヘアケア・ボディケアブランド「LILAY」シリーズ事業譲受に関するお知らせ 

 

 

 当社は、本日開催の取締役会において、美容関連プロダクトの企画・開発・販売事業を展

開する株式会社 Lycka（リッカ）より、美容サロンを中心に販売を行っているヘアケア・ボ

ティケアブランド「LILAY（リレイ）」シリーズの事業譲り受けを決議し、事業譲受契約を締

結いたしましたので、下記の通りお知らせいたします。 

 なお、本事業譲受は、東京証券取引所の規則に定める適時開示には該当いたしませんが、

有用な情報と判断したため、任意開示するものであります。そのため、開示事項の項目・内

容を一部省略しております。 

 

１．事業譲受の理由 

「LILAY」シリーズは、“一人一人のライフスタイルにナチュラルにフィットする、シン

プルでオーガニックなデイリーユースのアイテム”をコンセプトに開発されたヘアケア・

ボディケアプロダクトです。全商品がオーガニック製品の水準並みの天然由来成分 95～98%

以上配合しながらも、ほどよいヘアセット力と軽やかな使い心地を実現。また、サラッとし

た質感でベタつかないことから、ヘアスタイリングだけではなく、保湿のためのハンドケア、

ボディケアとしても利用できるハイブリット製品となっています。東京・表参道の人気ヘア

サロンを開発チームに加えることで、商品コンセプト、容器の形やカラーリング、全配合成

分にいたるまでプロフェッショナルのこだわりが詰まっており、その品質はモデル・タレン

トをはじめ、美容師やバラエティーショップのバイヤーに認められ、美容サロンでは 700店

舗、バラエティーショップでは 500店舗で販売されており、新商品のリトリートメントシリ
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ーズは 2021年 10月からは全国のロフト 90店舗での取扱いが始まっています。また、化粧

品関連の人気クチコミサイトにおいては、いずれの商品も上位にランクインするなどの実

績を有しています。 

この度の事業譲り受けにより、当社は商品力あるヘアケア関連商材を新たにラインナッ

プに加えて、新規販売チャネルの開拓による「LILAY」シリーズの売上増加を目指します。

具体的には、自社製品等の卸販売において構築してきたドラッグストアなど大手流通企業

とのネットワークや、当社提供のテレビショッピングバイヤーとのビジネスマッチングを

創出するクラウドサービス「VENDIN（ベンディン）」※等を活用し、美容サロン以外の店舗

販売やテレビ通販等、販売チャネルのポートフォリオ拡大を推進します。さらに今後は、定

期購入モデルを確立し、自社通販サイトなどを通じて広くお客さまの声を集め、ヘアケア・

ボディケア領域での新商品開発に取り組み、「LILAY」シリーズの収益力強化を図る予定です。 

以上のように、当社との相乗効果が期待できるほか、さらなる事業領域の拡大・企業価値

向上につながるものと判断し、「LILAY」シリーズの事業譲り受けに至りました。 

※当社が提供するテレビショッピングでの販売を希望するメーカーとテレビショッピングバイヤーとのビジネスマッ

チングを創出するクラウドサービス 

 

２．事業譲受の概要 

 （１）対象事業の内容 

  「LILAY」シリーズ商品の製造販売 

 （２）対象事業の経営成績 

   2021年１月期の売上高 102百万円 

 

３．相手先の概要   

（１）商     号 株式会社 Lycka 

（２）所  在  地 東京都渋谷区神宮前二丁目 30番 32号パークレーンプラザ 504 

（３）代  表  者 代表取締役 矢部 壮大 

（４）事 業 内 容 美容プロダクトの開発・販売等 

（５）資  本  金 １百万円 

（６）設 立 年 月 日 2011年２月２日 

（７）当社との関係 資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 該当事項はありません。 

関連当事者 該当事項はありません。 
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４．日程 

（１）取締役会決議      2021年 12月 28日 

 （２）事業譲受契約締結日   2021年 12月 28日 

（３）事業譲受実行日     2022年 １月 14日（予定） 

 

５．今後の見通し 

 本件による 2022年５月期の当社業績に与える影響につきましては、軽微であると見込ん

でおりますが、今後公表すべき事項が生じた場合には、速やかにお知らせいたします。 

 

以上 


